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Ⅰ 工学部の教育目的と特徴

工学部は設立以来、80 年にわたって多くの有為な人材を社会に輩出してきており、累積

25,000 余名にのぼる卒業生の多くは、現在も技術者、経営者、研究者として民間、国、地

方公共団体で、また国内外で広く活躍している。学部は設立以来の伝統である自由闊達な

気風を保ち、学生はのびのびと勉学、研究に励んでいる。以下に本学部の教育目的、組織

構成、教育上の特徴について述べる。

(教育目的)

１．本学部では、高度な専門的知識と幅広い見識をもった技術者を養成すると共に、研究

大学としての神戸大学にふさわしい研究者を養成するという教育目的を掲げている。

２．本学部では、１） 高度な専門知識を有し、社会に貢献できる技術者、２） 研究・開

発のマネージャーとして活躍することができるゼネラリスト、３） 大学院へ進学し、

研究者としての道を歩む人材を養成することとしており、この目的を達成するため、

現行の中期目標では、「幅広く深い教養、専門的・国際的素養と豊かな人間性を兼ね備

えた人材を育成する」ことを定めている。

３．上記のような人材を養成するために、本学部では基礎的な科目だけでなく実践的な実

験や演習の科目に重点をおいた教育課程を編成している。

（組織構成）

これら目的を実現するために、本学部では、平成 19 年度に建設学科を改組して誕生した

建築学科（定員 90 名）と市民工学科（定員 60 名）に加えて電気電子工学科（定員 90 名）、

機械工学科（定員 100 名）、応用化学科（定員 100 名）、情報知能工学科（定員 100 名）の

６学科（定員 540 名）による組織構成をとっている。

（教育上の特徴）

１．各学科とも 1 年次から専門分野の導入教育に取組み、学生の専門分野に対する意識を

高める一方で工学倫理に関する教育も行っている。

２．工学部の卒業生は約 70％が大学院に進学する状況であり、BMD（B：学士，M：修士お

よび D：博士）一貫教育を考慮したカリキュラム体制が整えられている。

３．３年次編入学、科目等履修生や聴講生、他の教育機関との相互履修、あるいは優秀な

学生に対する早期卒業など多様な教育制度を取り入れることにより、幅広い人材の確

保と輩出を行っている。

［想定する関係者とその期待］

本学部では、工学系の産業界、地域社会、日本社会、国際社会および卒業生や父兄の期

待を想定し、その期待に応えるために、高度な専門知識を有し、社会に貢献できる技術者、

研究者等の人材養成を行っている。
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断

分析項目Ⅰ 教育の実施体制

(１)観点ごとの分析

観点 基本的組織の編成

(観点に係る状況)

本学部は、高度な専門的知識を有し、社会に貢献できる技術者の養成を一つの目的として、学部から

大学院後期課程まで一貫した組織となっている《別添資料 1：専攻、講座及び教育研究分野》。本学部

を構成する６学科の名称と各学科が目指すものを《資料１》に示す。本学部にはこれに加えて工作技術

センターが設置されており、学生の実習教育を担当するとともに研究支援業務も行っている。

教員の配置状況は《資料２》のとおりである。必修、選択必修科目については専任の教授、准教授、

助教が担当し、その他の科目も同様に専任の教員が担当している。ただし、専任教員だけではカバーで

きない応用的な内容の科目については非常勤の教員が担当している。専任教員一人当たりの学生収容定

員は 12 名と適切な規模になっており、質的、量的に必要な教員が確保されている。学生定員について

は、《資料３》に示すように、各学科とも定員を上まわり、また工学部全体でも定員の 15％上まわって

いる程度であり、適正である。

《資料１：学科構成》

学科名 学科の目指すもの

建築学 快適性・利便性・環境調和性に富む社会生活空間を創造する

市民工学 都市・地域空間の安全性向上と環境共生を推進する

電気電子工学 電子材料・電子情報デバイス･情報処理技術等の情報化社会の基盤を構築する

機械工学 エネルギー機器・輸送機器・生産機械・ロボットなど多種多様な機械を創造する

応用化学 機能性物質の創生と機構の解明・物質生産プロセスの高度化と創造を図る

情報知能学 情報数理の高度化・知能情報処理システムおよびその制御技術の創生を推進する

《資料２：教員の配置状況（平成 19 年５月１日現在）》

専任教員数（現員）

教授 准教授 講師 助教 計
助手

非常勤教

員数
学科

収容

定員

男 女 男 女 男 女 男 女 計：男 計：女 総計

設置基準

上の

必要数
男 女 男 女

備考

建築学 360 11 0 12 0 0 0 6 1 29 1 30 9 1 0 15 0

市民工学 240 9 0 10 1 0 0 4 0 23 1 24 8 0 0 5 0

電気電子工学 360 9 0 11 0 0 0 5 0 25 0 25 9 1 0 10 1

機械工学 400 12 0 13 0 1 0 4 0 30 0 30 9 1 1 12 0

応用化学 400 10 0 11 0 1 0 7 0 29 0 29 9 0 3 7 0

情報知能学 400 16 0 14 0 1 0 7 0 38 0 38 9 1 1 4 0

《資料３：学生定員と現員の状況》

建設学 建築学 市民工学
電気電子工

学
機械工学 応用化学

情報知能工

学
合 計

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

総定

員

在籍

者

平成１６年度 600 672 360 431 400 483 400 434 400 469 2200 2489

平成１７年度 600 674 360 434 400 487 400 445 400 480 2200 2520

平成１８年度 600 686 360 424 400 477 400 439 400 478 2200 2504

平成１９年度 450 540 90 95 60 66 360 418 400 472 400 437 400 471 2200 2499
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観点 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制

(観点に係る状況)

本学部では、各学科からの代表委員で構成される FD（ファカルティ・ディベロップメント）連絡会

（平成 19年度からは FD連絡委員会）を組織し、授業アンケートや教員対象アンケートの立案、優秀教

育賞の選考など工学部全体の FD に関連する協議や活動を行っている。その活動内容は各年度の FD 活動

報告書として取りまとめ、全教員に電子ファイルの形で配布している。このうち、優秀教育賞は年間を

通じて FDに貢献した模範的な教員を各学科から 1名ずつ選出し表彰している《資料４》。各受賞者には

本学部の同窓会組織（神戸大学工学振興会）からも優秀教育賞が与えられている。各学科においても

FD-WG やカリキュラム検討 WG、将来計画 WG等を組織し教育の質を高めるための取組を行っている。

学科（例えば、建設学科土木コース）によっては学科独自のアンケートを継続的に実施し、その結果

を公表することによって授業改善を試みている。その具体的な成果は「神戸大学工学部建設学科（土木

コース）の FD活動」と題して、日本工業教育協会、平成 15年度工学・工業教育研究講演会（2005.9）

で発表している《別添資料２：ＦＤ活動の例》、（「Ⅲ質の向上度の判断」事例１参照）。この発表で提示

された結果の一例を《資料５》に示す。これより、学生授業アンケートによる同一科目・同一教員に対

する年度間相関はかなり高く、評価点が高かった科目・教員の評価が継続していることに加えて、前年

度に必ずしも高い評価を得ていなかった科目・教員についても次年度には評価点の向上が見られ、FD

活動による一定の効果があったことがわかる。導入教育については、平成 18 年度にアンケートを実施

し、その有用性を再確認している《資料６》。

また、同窓会組織と連携をとりながら、講義内容の検討や OB による講義を行うことにより、教育内

容の改善に積極的に取り組んでいる例もある（「Ⅲ質の向上度の判断」事例２参照）。

《資料４：優秀教育賞の選考について》

各学科等から下記のとおり平成 17年度優秀教育賞の推薦があり，原案のとおり承認した。

建設学科建築系 中江 研 助 手

建設学科土木系 飯塚 敦 教 授

電気電子工学科 阿部重夫 教 授

機 械 工 学 科 浅野 等 助教授

応 用 化 学 科 西野 孝 教 授

情報知能工学科 岩下真士 助 手

平成 18 年度 運営会議資料（平成 18年９月 22 日）

《資料５：建設学科土木コースの FD 活動による効果》
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平成 18 年度教務委員会資料より

(２)分析項目の水準及びその判断理由
(水準) 期待される水準にある。

(判断理由)

基本組織は、社会動向を勘案した上で専門性に応じた適切な教育を実施できるように構成している。

教員組織についても、教育目的を達成する上で質的、量的に十分な教員が確保され、適切な配置がなさ

れている。FD については、授業アンケート等により学生や教職員のニーズを的確に把握した上で、時

宜を得た教育内容及び教育方法の改善を行ってきている。以上のことから、本学部の教育の実施体制は

期待される水準にあると判断する。
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分析項目Ⅱ 教育内容

(１)観点ごとの分析

観点 教育課程の編成

(観点に係る状況)

教育課程は「全学共通授業科目」及び「専門科目」で編成される。「全学共通授業科目」は、教養原

論、外国語科目、情報科目、健康・スポーツ科学および共通専門基礎科目からなり、教養教育と専門教

育の有機的な連携、および理系・文系の枠を超えた学際性・総合性を考慮して編成されている。「専門

科目」は、各学科の専門分野と深く結びついた科目と専門基礎科目で構成され、各学科の専門科目も 1

年次から履修することができるようにバランスよくカリキュラムを組んでいる《別添資料３：履修科目

一覧》、《別添資料４：授業時間割表》。これらの授業科目を入学当初から履修することによって、各自

が固有の目的意識を持ちながら、幅広い教養を身につけるよう体系的に編成している。「専門科目」は、

基本的な内容から応用的な内容へ進展するように段階的に構成されており、科目間相互の関連性は、履

修要覧にフローチャートの形で明記している《別添資料５：各授業の関連図》。「専門科目」のほとんど

は３年次までに終え、より専門領域に特化した問題解決能力を養うために、４年次の学生に対し必修単

位として「卒業研究」（10 単位）を設けている。「全学共通授業科目」と「専門科目」の履修要件は学

科ごとに定めている《資料７》。

「専門科目」の内容については、例えば、「市民工学概論」では１年生を対象に橋梁、トンネル、上

下水道などの公共施設が社会に果たす役割やそれらにたずさわる土木技術者の社会的使命について理

解を深めさせている。この科目では講義に加えて現地見学を３回に分けて行っており、普段では目に触

れることのない地下構造物などの公共施設を目の当りにすることによって、市民工学に対する学生の新

たな認識を促している。また、４年生においては研究室配属と卒業研究を通じて最新の研究に触れるこ

とができる。さらに、海外協定大学（ワシントン大学）とは単位相互認定が行われており、平成 16 年

から毎年１名の留学生を送り出している。カリキュラムの内容については随時見直しを行い、内容の改

善を図っている（「Ⅲ質の向上度の判断」事例３参照）。
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《資料７：卒業要件（建築学科）》
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観点 学生や社会からの要請への対応

(観点に係る状況)

工学部では、学生の多様なニーズ、社会からの要請に対応した教育課程の編成に配慮した取組みを以

下のように実施している。

他大学等との単位互換：明石工業高等専門学校と履修可能単位数（最大４単位）を定めた相互履修を

認めている。また、海外のワシントン大学（米国）、リンショピン大学（スウェーデン）およびインサ

リヨン工科大学（フランス）との間に単位互換協定を結んでいる。この制度に基づき、ここ 4 年間でワ

シントン大学へ６人の派遣、リンショピン大学から６人、インサリヨン工科大学から３人の留学生受入

れ実績がある。

インターンシップによる単位認定：社会に貢献できる技術者の養成を教育目的としていることから、

複数の学科で３年次の夏休みを利用したインターシップ制度を導入し、選択科目の「学外演習」あるい

は「学外実習」としてカリキュラム化して単位として認めている《別添資料６：学外学習のシラバス例》。

ここ数年の実績を《資料８》に示す。

(２)分析項目の水準及びその判断理由
(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由)

工学全般に対する広い視野を養った後に、より高度な専門知識を身につけていくという教育課程編成

の方針に基づき、体系的な教育課程を編成しており、工学領域の多様性に鑑み、幅広い内容の科目を提

供している。また、他大学との単位互換、インターンシップによる単位認定など、学生や社会からのニ

ーズに配慮した教育課程の編成となっていることから、本学部の教育内容は期待される水準を上回ると

判断する。

《資料８：インターンシップによる単位認定実績（単位：人）》

建設学科

(建築コース）

建設学科 （土

木コース）
電気電子工学科

平成 16 年度 7 26 1

平成 17 年度 12 29 1

平成 18 年度 9 38 1
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《資料９：TA の実績》

学科 講義科目に配

置した人数

演習・実験科目に

配置した人数

建築学 0 43

市民工学（土木） 0 25

電気電子工学 12 33

機械工学 23 62

応用化学 1 54

情報知能学 15 60

分析項目Ⅲ 教育方法

(１)観点ごとの分析

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫

(観点に係る状況)

授業形態は、主として講義、演習、実験からなり、時間数の上では講義科目が 76％、演
習・実験科目が 17％、卒業研究が７％である。講義科目以外の配分が多いのは、実社会に
貢献できる能力を身につけさせる学部の教育目的に合致したものである。

教育を展開する上での指導法の工夫としては、例えば本学部が重視する「有能な技術者
を輩出するための実践教育」として、演習科目である「機械創造設計演習Ⅰ、Ⅱ」におい
て、学生が工夫しながら作成した設計図に基づいて、実際にスターリングエンジンなどの
機械装置を製作する指導を行っている。

また、少人数による対話型・討論型授業の導入教育として、各学科とも新入生を対象と
した科目を設定し、建築学科、市民工学科では双方向形態で実施する創造思考型の演習、
電気電子工学科や応用化学科では数名のグループで自由研究を行うゼミナール、機械工学
科ではものづくり体験の実践、情報知能工学科では最先端技術の紹介や現地見学会などを
実施している。これら導入教育の効果に関しては、担当教員に平成 18 年度にアンケートを
実施し、概ねその趣旨に沿った成果が表れていることが報告されている《資料６（ｐ19－
５）》。また、平成 18 年度には授業におけるインターネット利用に関するアンケートを実
施し、多くの教員がインターネットを利用した適切な授業を実施している実態が明らかと
なっている《別添資料７：インターネット利用に関するアンケート調査結果》。学生の能動
的な参加を促すための工夫を実践している例としては、応用化学科での事例がある（「Ⅲ質
の向上度の判断」事例４参照）。

ティーチングアシスタント（TA）については、演習・実験科目を中心に適宜配置してい
る《資料９》。シラバスには、担当教員名、授業の目的、授業内容、成績評価方法、教科書・
参考書等の履修情報を掲載し、冊子（「授業要覧」）として毎年度発行し学生に配布するこ
とで学習の便宜を図っている。シラバスの例を《資料 10》に示す。なお、本学部では平成
20 年度からの全学的な教務情報システムの変更に伴って授業要覧の冊子による配布を取
りやめ、ウェブページ上ですべてのシラバスを公開することとした。これにより、シラバ
スの常時閲覧が可能となる。
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《資料 10：シラバスの例》
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観点 主体的な学習を促す取組

(観点に係る状況)

工学部ではシラバスで「授業の目的」や「到達目標」を明示すると同時に「教科書、参

考書など」を挙げ、自主学習への配慮を行っている。また、できるだけ小テストやレポー

トを課して、学生の学習到達度をその都度確認できるように工夫している。基礎学力不足

の学生への対応としては、オフィスアワーをシラバスで明示し、自主学習に対する個別の

指導がとれるように配慮している。また、授業要覧に各授業科目の関係を示したフローチ

ャートを示し、学生が各自の目標に従ってどのような専門科目を履修すべきか分かるよう

にしている《別添資料５：各授業の関連図》。これにより、学生自身で学習目標を設定する

ことができる。単位修得に当たっては、教学委員を中心としてきめ細かな履修指導を行っ

ている。各学科では、進級に必要な単位数を定めるとともに、キャップ制により履修科目

数の上限を定め、学生が適切に科目を履修できるようにしているが《資料 11》、一方で、

履修科目の登録の上限を超えて登録することができる者の基準を設定し、優秀で熱意のあ

る学生への配慮も行っている《別添資料８：履修科目の上限を超えて登録することができ

る者の基準》。また、市民工学科、電気電子工学科、機械工学科、応用化学科では成績の優

秀な学生に賞を贈るなど学生の勉学意欲を高めている。

《資料 11：履修科目数の上限の設定例》

(２)分析項目の水準及びその判断理由
(水準) 期待される水準を大きく上回る。

(判断理由)

授業構成は、学習の教育目的に合致したものとなっており、TA による指導の充実、少人

数による導入教育、ものづくりを実践させる授業など様々な活動を行っている。学生は、

各授業科目の関連図（フローチャート）を参考にしながら各自の履修計画・学習目標を立

てることができるようにカリキュラムが設計されている。環境面では学生の主体的な学習

を支援するためにオフィスアワーを明示し、学生が納得のいくまで自主学習を行えるよう

に配慮している。これらのことから、本学部の教育方法は期待される水準を大きく上回る

と判断する。

2007 年度授業要覧,p.97(市民工学科の例 )
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分析項目Ⅳ 学業の成果

(１)観点ごとの分析

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力

(観点に係る状況)

教育効果の指標として、専門科目の単位修得率、成績評価の分布状況を《資料 12》に示す。

進級状況の平成 18 年度の実績では、３年次学生は 771 名のうち 215 名が留年し（留年率 27.9％）、

卒業研究の着手条件を満足した 556 名が４年次へ進級した。４年次学生は 581 名のうち、561 名が卒業

研究を含む全課程を修了して卒業した（４年次学生の留年は 20名で、留年率は 3.4％）。このうち 374

名が大学院工学研究科前期課程へ進学している。過去数年にわたる工学部の卒業者数の推移を《資料

13》に示す。

教育の成果は、学会活動における受賞にも現れており、多くの学生が各学会のベストプレゼンテーシ

ョン賞などを受賞している《資料 14》。

《資料 12：専門科目の評価別単位修得率》

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

延科目数 % 延科目数 % 延科目数 %

優 12049 41.4 12312 38.7 11758 39.1

良 6257 21.5 6854 21.5 6009 20.0

可 4947 17.0 5521 17.3 5479 18.2

不可他 5877 20.2 7154 22.5 6852 22.8

単位修得率 79.8 77.5 77.2

《資料 13：工学部卒業者数の推移》

学科（定員） 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

建設学科 (150) 148 148 147

電気電子工学科 (90) 90 104 99

機械工学科 (100) 97 111 108

応用化学科 (100) 94 109 104

情報知能学科 (100) 84 104 103

工学部全体 (540) 513 576 561

《資料 14：受賞内容（抜粋）》

受賞年月日 受賞内容

2005.3.17 日本機械学会関西支部ベストプレゼンテーション賞（８名）

2005.4.2 理工系学生科学技術論文コンクール努力賞

2005.3.5 第７回化学工学会学生発表会（西日本地区）優秀講演賞

2006.3.16 2005 年度日本機械学会関西学生会学生委員卒業研究発表講演会優秀発表賞

2007.3.15 日本機械学会関西支部ベストプレゼンテーション賞（3 名）
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観点 学業の成果に関する学生の評価

(観点に係る状況)

本学部の在学生を対象とした「授業アンケート」の平成 18 年度後期の結果(回答総数 2868 件)では、

「この授業を受けて当該分野への興味・関心が増しましたか」という質問項目に対して、回答者の過半

数の 54％が「そう思う」または「どちらかといえばそう思う」と回答している．また、「総合的に判断

して、この授業を５段階で評価してください」という質問についても、67％が肯定的な回答となってい

た《資料 15》。

《資料 15：授業アンケート結果（抜粋）》

この授業を受けて当該分野への興味・関心が増しましたか

そう思う

どちらかといえばそう思
う

どちらとも言えない

どちらかといえばそう思
わない

そう思わない

総合的に判断して，この授業を5段階で評価してください

有益であった

どちらかといえば有益で
あった

どちらとも言えない

どちらかといえば有益で
なかった

有益でなかった

(２)分析項目の水準及びその判断理由
(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由)

単位取得状況や成績評価の分布状況、卒業率、学生の受賞数などから判断して、教育目的に沿った効

果が着実にあがっているといえる。また、在学生を対象としたアンケート結果においても高い満足度が

得られていることから、学業の成果は期待される水準を上回ると判断する。
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況

(１)観点ごとの分析

観点 卒業(修了)後の進路の状況

(観点に係る状況)

平成 18 年度卒業生の就職率は 24.1％、大学院進学率は 70.9%であり、この状況はここ数年安定して

いる《資料 16》。就職先の内訳は、製造業、建設業、情報通信業などが多く、本学で培った資質や能力

を生かすことができる業種が多い《資料 17》。

観点 関係者からの評価

(観点に係る状況)

平成 19 年度に、同窓会組織である(社)神戸大学工学振興会(KTC)との懇談会を開き、教育や研究に関

するアンケートを実施した。アンケートの回答では、「学部学生の資質（基礎学力）」「学部学生の資質

（応用力・適用力）」などの項目で非常に高い評価を受けた《資料 18》。この懇談会での自由意見では、

本学部学生は、真面目でおとなしい学生が多いが、基礎学力や適用力があるとのご意見も頂戴している

《資料 19》。

《資料 18：同窓会組織との懇談会におけるアンケート結果（抜粋）》

学部・修士学生の資質（基礎学力）

.非常に高い

高い

ふつう

低い

非常に低い

わからない

学部・修士学生の資質（応用力・適用力）

.非常に高い

高い

ふつう

低い

非常に低い

わからない

《資料 17：就職先の内訳》

就職者内訳（産業別）

建設
業

製
造
業

電気・
ガス・熱
供給・
水道業

情報
通信
業

運輸
業

卸売・
小売業

金融・
保険業

不動
産業

医療
福祉

教育・
学習支
援業

複合サ
ービス
事業

サー
ビス
業

公
務
員

そ
の
他

平成 16 年度 14 52 0 4 3 2 6 1 0 1 0 31 11 0

平成 17 年度 18 59 2 13 1 13 7 4 4 1 0 8 13 2

平成 18 年度 18 59 1 19 2 3 6 6 0 2 0 6 13 0

《資料 16：度卒業生の就職率》

卒業者数 進学者数 就職者数

平成 16 年度 513 367 71.5% 125 24.4%

平成 17 年度 576 407 70.7% 145 25.2%

平成 18 年度 561 398 70.9% 135 24.1%
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《資料 19：同窓会組織 KTC との懇談会報告書（抜粋）》

(２)分析項目の水準及びその判断理由
(水準) 期待される水準を上回る。

(判断理由)

就職・進学の状況は良好であり、同窓会組織（卒業生）に対するアンケートからの意見聴取結果では、

卒業生の学力・資質を高く評価するコメントを頂戴していることから、本学部の進路・就職の状況は期

待される水準を上回ると判断する。
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Ⅲ 質の向上度の判断

①事例１「学科授業アンケート開示による効果」(分析項目Ⅰ)

(質の向上があったと判断する取組)

市民工学科では、平成 15 年度から学科独自の学生による授業アンケートを実施し、集

計結果を教室会議で報告している。この報告では授業名と担当教員名も開示しているため、

各教員は自らの評価が他の授業と比較してどの程度なのかが一目瞭然となっている。ただ、

授業は基礎的で一般に難解なものから応用的なものまで幅広い分野をカバーしているため、

学生による評価を絶対値のみで相対評価することには問題がある。そこで、同じ教員が同

じ授業を担当した場合について、前年度との比較をグラフに表し教室会議で公表している。

その結果、教員に対しての「あなた自身でこの授業を総合評価して下さい」という設問に

対し、受講する学生の母集団が毎年変動するにもかかわらず、毎年、前年度の評価よりも

高い評価を得た授業の数の方が多くなっている《資料 20》。これは、前期・後期を通して

最高のスコアを得た教員を優秀教育賞に推薦していることもあるが、教室会議で情報を開

示しているため、各教員が授業内容の改善に取組んだ結果だと思われる。このような思い

切った取組みも評価され、市民工学科は平成 19 年度に JABEE の審査に合格している。

②事例２「同窓会組織との連携による講義の実現」(分析項目Ⅰ)

(質の向上があったと判断する取組)

市民工学科では新たに開設する「プロジェクトマネジメント」の講義について、同窓会

組織（暁木会）と数多く（平成 19 年度は 4 回）の協議を重ねた結果、国内・海外の実務経

験の豊富な OB 十数名を非常勤講師として招き、その経験やノウハウを後輩学生に伝える内

容とした。その結果、本学の専任教員が担当する場合と比べてはるかに具体的で活性化さ

れた内容となった《資料 21》。

機械工学科では、新入生に対する導入教育科目として「機械工学基礎」を設けている。

ここでは、機械工学に関する入門講義や少人数による機械製作の他、同窓会組織「機械ク

ラブ」と連携した教育活動を行っている。具体的には、OB を非常勤講師として招き、その

経験を語って頂き、現役の若手 OB による「先輩は語る」と題した講演会を機械クラブと共

同で開催している。新入生にとっては、第一線で活躍している先輩の話を直接聞くことに

より、今後機械工学を学ぶうえでの動機付けになり講義が活性化された。

《資料 20：授業アンケート結果（前年度との比較）》
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《資料 21：同窓会組織との連携による講義実施計画の立案》

③事例３「講義と演習科目の有機的連携の強化」(分析項目Ⅱ)

(質の向上があったと判断する取組)

応用化学科では，法人化にともない学部専門科目のカリキュラムを変更し、講義と演習科

目が連動し、学生の理解を得やすいように配慮した。これまで、「移動現象論」と「分離工

学」は数式を取り扱うことが多く、化学系学生が最も敬遠する科目であった。カリキュラム

の変更にあたっては、内容も精査して講義科目と演習科目が連携するようにし、また資料や

教え方にも十分に配慮した。すなわち、改善前は、教科書「分離工学」記載の演習問題を

45 分程度で解答させ、解き方の解説を行うという形式で行っていたが、単位操作を実際に

行うに際して算出することが求められる操作因子について、反復的に練習問題を解き、算出

方法のみならず、実際の単位操作のイメージを具体的に描けるように配慮した。また、授業

中に解答（30 分程度）させ、解説（30 分程度）を行った問題について、その類題を宿題で

も解答し、次の授業中に答えあわせ（30 分程度）をすることで、課題に対する理解が深ま

るよう配慮した。その結果、平成 18 年度末に３ 回生に対して講義、演習、実験についてア

ンケートを行った結果、《資料 22》に示すようにこれまでの３年間で「講義内容が応用化学

の理解や他の講義に役に立った」授業科目で「移動現象論」が１位、「移動現象・分離工学

演習」が３位、「教え方が優れておりその講義がよく理解でき、興味も増した」授業科目で

「移動現象・分離工学演習」が１位、「移動現象論」が２位となった。以上よりカリキュラ

ムの変更および、授業内容の精査により学業の成果の大幅な改善が見られた。

《資料 22：平成 18 年度応用化学科優秀教育賞候補者選出のためのアンケートの結果》

第 7 回 神戸大学・暁木会意見交換会議事録（抜粋）（H19.12.4）
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④事例４「学生の能動的参加のための教育手法」(分析項目Ⅲ)

(質の向上があったと判断する取組)

「質問は？」という問い掛けに対して応答があることは残念ながら稀有である。そこで、

応用化学科の高分子化学Ⅱおよびバイオマテリアルの講義では毎回の授業中に生じた疑問、

質問、発展的な発想・アイデアをメモとして書いてもらう方法をとった。その中でメジャ

ーな質問や理解不足点を次回の講義の節に改めて解説を行ったり、素晴らしい意見につい

ては全員に披露したりした。質問するためには授業中に頭を働かせて、刻々理解する努力

が必要となり、多数の学生が真剣に書いてくれるようになった。《資料 23》には、ある日

の授業で「生分解性高分子」について触れた後にあった 17 件のレスポンスの中から数例を

示すが、真剣に講義と向かい合う学生の様子を伺い知ることができる。このうち卓越した

意見などの提案者には多少の加点措置も行った。さらに、工学部優秀教育賞（（H14、16、

18 年度受賞）に伴い頂戴した校費で分子模型を買いそろえ、実際に分子の組み立てを行う

ことで理解を深める演習的な要素、実際の材料を講義中に回して触る体験などを講義科目

にも取り入れた。少人数の場合にはもっと有効な方法もあり得るが、100 名を超す講義で

はともすれば受動的になりがちな「受講」という態度に能動的なインセンティブを与える

ことをこれらの仕掛けは目指している。

《資料 23：学生からのメモの例》


